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 目   次  

１ 評価差額の実現の意義 

２ 連結会計における処理 

３ 持分法における処理 

 

 

１ 評価差額の実現の意義 

評価差額の計上の対象となった資産又は負債について、売却や減価償却を行

うことにより評価差額が実現した場合、個別P/L上は個別B/S上の簿価に基づい

て損益が計上されるが、連結P/L上は当該資産又は負債の時価評価後の簿価に

基づいて損益を計上すべきである。 

 

評価差額の計上の対象となった資産又は負債について売却や減価償却を

行った場合には、連結上、評価差額の実現額だけ個別上の損益を修正する必要

が生じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(借) 現 金 預 金 1,500 (貸) 土 地 1,000(*1) 

    土 地 売 却 益 500 
 
(*1) 個別B/S上の簿価 

 

 

 

(借) 現 金 預 金 1,500 (貸) 土 地 1,200(*1) 

    土 地 売 却 益 300 
 
(*1) 時価評価後の簿価 

 

 

 売却による評価差額の実現額200だけ、個別上の土地売却益と連結上あるべき土

地売却益にズレが生じるため、連結修正仕訳により調整が必要 

 

 

 
資本連結実務指針 29 

 

「評価差額の実現」とは、評価

差額が損益に影響を及ぼすこと

と考えればよい。 

ex. 子会社が評価差額の計上の対象となった土地（個別B/S上の簿価：1,000、

時価評価後の簿価：1,200）を企業集団外部へ1,500で売却した。 

個別上の処理 

連結上あるべき処理 
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２ 連結会計における処理 
 

（１）評価差額の実現のタイミング 
 

時価評価の対象 
評価差額の実現

のタイミング 
修正される損益 

棚 卸 資 産（ex. 商品） 売  却 売上原価 

非償却性資産（ex. 土地） 売  却 売却損益 

① 売  却 売却損益 
償却性資産（ex. 建物）

② 減価償却 減価償却費 

 

 

 

 償却性資産に係る評価差額の実現の留意点 

償却性資産に係る評価差額は、その計上日から対象資産の残存耐用年数にわたり、

当該資産に適用されている減価償却方法に従って償却しなければならない。 
 

 

 

 

（２）評価差額の実現額の非支配株主への按分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価差額の実現と資本連結 

本テキストの方法で評価差額の実現の処理を行う場合には、原則として、資本連結

の会計処理を行うに当たり評価差額の実現を考慮する必要はない。 

すなわち、成果連結の処理と同様に、評価差額の実現がなかったものとして資本連

結の会計処理（タイムテーブルの作成、時価評価、開始仕訳、当期純利益の按分等）

を行った上で、評価差額の実現に係る連結修正仕訳を反映させればよい。 

 

 
 

 評価差額の実現の会計処理と連結財務諸表の作成手続 

評価差額の計上は、連結財務諸表の作成手続における個別財務諸表の修正段階で行うも

のと位置付けられているため、評価差額の実現の会計処理のうち①個別上の損益の修正及

び②個別上の損益の修正に伴う税効果会計の適用についても厳密には個別財務諸表の修

正段階で行うものと位置付けられている。ただし、受験上は、修正前の子会社個別財務諸

表が与えられ、修正後の子会社個別財務諸表が問われることは少ないため、基本的には連

結財務諸表の作成手続のいずれの段階かを意識する必要はない。 

なお、③非支配株主への按分については、連結財務諸表の作成手続における連結修正仕

訳の段階で行うものと位置付けられている。 

 
資本連結実務指針 29、64 

税効果実務指針 22、23 

 

評価差額の実現のタイミング

は、未実現損益の実現のタイミ

ングと同様である。 

 

 
資本連結実務指針 25 

 

追加取得・一部売却等の持分変

動がある場合には、評価差額の

実現額をタイムテーブルに反映

させるなど資本連結の会計処理

を行うに当たり評価差額の実現

を考慮する必要が生じる。 

 
資本連結実務指針 設例10 

（全面時価評価法における）評価差額は、すべての持分に係るもの

 

評価差額の実現額を非支配株主に按分する 
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【設例1】非償却性資産 

１．Ｐ社は×1年度末にＳ社の発行済株式の75％を取得し、連結子会社として

いる。 

２. 株式取得時においてＳ社が保有する土地（帳簿価額15,000）の時価は

16,000であった。 

３．Ｓ社は×2年度において上記土地の半分を企業集団外部に10,000で売却し

ている。 

４．税効果会計に適用する実効税率は毎期40％とする。 

 

 

 

１．評価差額の計上 

(借) 土 地 1,000(*1) (貸) 評 価 差 額 600 

    繰延税金負債 400(*2) 

    －Ｓ社・固定－  
 
(*1) 時価16,000－簿価15,000＝1,000 

(*2) 時価評価差額1,000(*1)×税率40％＝400 

 

２．評価差額の実現 

 個別上の土地売却益は個別B/S上の簿価7,500と売却価額10,000との差額

2,500であるが、連結上あるべき土地売却益は評価差額計上後の簿価8,000と売

却価額10,000との差額2,000であるため、土地売却益を修正する。 

また、土地の評価差額はすべての持分に係るものであるため、評価差額の実

現額を非支配株主に按分する。 
 

(借) 土 地 売 却 益 500 (貸) 土 地 500(*1) 

(借) 繰延税金負債 200 (貸) 法人税等調整額 200(*2) 

 －Ｓ社・固定－     

(借) 非支配株主持分－当期変動額 75 (貸) 非支配株主帰属純損益 75(*3) 
 
(*1) 評価差額の計上「土地」1,000(＝時価評価差額)÷2＝500 

(*2) 「土地売却益」500×税率40％＝200 

(*3) (「土地売却益」500－「法人税等調整額」200(*2))×非支配株主持分25％＝75 

 

 

×2年度（外部売却年度）

 

個別上「土地売却益」が計上さ

れているため、これを修正して

いるが「土地売却損」を修正又

は計上することもある。 

 

評価差額の実現は、未実現損益

と同様、当期純利益の按分に係

る仕訳の修正であるため、評価

差額の実現額を期中の非支配株

主持分比率で按分する。 

 

資本連結の会計処理を行うに当

たり、原則として、評価差額の

実現を考慮する必要はない。 

 

 

新日本 P123～P126 

 
資本連結実務指針 設例10 

×1/2 
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１．評価差額の計上 

(借) 土 地 1,000(*1) (貸) 評 価 差 額 600 

    繰延税金負債 400(*2)

    －Ｓ社・固定－  
 
(*1) 時価16,000－簿価15,000＝1,000 

(*2) 時価評価差額1,000(*1)×税率40％＝400 

 

２．評価差額の実現 

 開始仕訳を行うことにより、前期における評価差額の実現に係る連結修正仕

訳を復元して、当期に引き継ぐ必要がある。 
 

(借) 利益剰余金－当期首残高 500 (貸) 土 地 500(*1)

(借) 繰延税金負債 200 (貸) 利益剰余金－当期首残高 200(*2)

 －Ｓ社・固定－     

(借) 非支配株主持分－当期首残高 75 (貸) 利益剰余金－当期首残高 75(*3)
 
(*1) 評価差額の計上「土地」1,000(＝時価評価差額)÷2＝500 

(*2) 「利益剰余金－当期首残高」500×税率40％＝200 

(*3) 「利益剰余金－当期首残高」300(＝500－200(*2))×非支配株主持分25％＝75 

 

 

 

 

売却年度の翌期以降の会計処理

は、毎期同様となる。 

×3年度（売却年度の翌期）
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 「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」における評価差額の

実現の会計処理 

① 実現年度の会計処理（評価差額の実現額の非支配株主への按分） 

「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」では、評価差額の実現の

会計処理のうち①個別上の損益の修正及び②個別上の損益の修正に伴う税効果会計の

適用については個別財務諸表の修正段階で行うものと位置付けている。そのため、③

評価差額の実現額の非支配株主への按分については、当期純利益の按分の会計処理に

含めて行うこととしている。 

参考までに、子会社の個別P/Lにおける当期純利益が10,000であった場合を想定して、

「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」における方法を本テキスト

で示した方法と比較すると次のとおりとなる。 

 

 本テキスト 
連結財務諸表における 

資本連結手続に関する実務指針 

(借) 非支配株主帰属純損益 2,500(*1) (借) 非支配株主帰属純損益 2,425(*3) 
当期純利益

の按分 
(貸) 非支配株主持分－当期変動額 2,500 (貸) 非支配株主持分－当期変動額 2,425 

(借) 非支配株主持分－当期変動額 75 
評価差額の

実現額の按分
(貸) 非支配株主帰属純損益 75(*2) 

 

 
(*1) 修正前当期純利益10,000×期中非支配株主持分25％＝2,500 

(*2) 評価差額の実現額(税効果調整後)300×期中非支配株主持分25％＝75 

(*3) 修正後当期純利益9,700(*4)×期中非支配株主持分25％＝2,425 

(*4) 修正前当期純利益10,000－評価差額の実現額(税効果調整後)300＝9,700 

 

 
資本連結実務指針 29、64、設

例10 

 

「連結財務諸表における資本連

結手続に関する実務指針」にお

ける方法と本テキストで示した

方法の相違は、連結修正仕訳を

どのようにとりまとめて行うか

の違いであり、最終的な連結F/S

はいずれの方法でも一致する。 
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② 実現年度の翌期以降の会計処理（開始仕訳） 

「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」では、実現年度の翌期以

降の会計処理を、前期以前の評価差額の実現に係る連結修正仕訳をそのままの形で引

き継ぐことはせずに、すべて資本連結に係る開始仕訳に含めて処理することとしてい

る。 

参考までに、「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」における方

法を本テキストで示した方法と比較すると次のとおりとなる。なお、評価差額の実現

を考慮しない場合（本テキストで示した方法）の開始仕訳における利益剰余金及び非

支配株主持分の金額は任意である。 

 

 本テキスト 
連結財務諸表における 

資本連結手続に関する実務指針 

(借) 土 地 1,000 
評価差額の 

計上 (貸) 評 価 差 額  600 

繰延税金負債  400 

仕 訳 な し 

 

(借) 資本金－当期首残高 ××× 

利益剰余金－当期首残高 20,000 

評 価 差 額   600 

の れ ん ××× 

 

(借) 資本金－当期首残高 ××× 

利益剰余金－当期首残高 20,225(*1) 

の れ ん ××× 
開始仕訳 

(貸) Ｓ 社 株 式 ××× 

非支配株主持分－当期首残高  6,000 

(貸) Ｓ 社 株 式 ××× 

非支配株主持分－当期首残高  5,925(*2) 

(借) 利益剰余金－当期首残高 500 

(貸) 土 地 500 

(借) 繰延税金負債 200 

(貸) 利益剰余金－当期首残高 200 

(借) 非支配株主持分－当期首残高 75 

評価差額 

の実現 

(貸) 利益剰余金－当期首残高 75 

仕 訳 な し 

 
(*1) 評価差額の実現を考慮しない場合の「利益剰余金－当期首残高」20,000＋過年度「土

地売却益」修正額500－過年度「法人税等調整額」200－過年度「非支配株主帰属純損益」

75＝20,225 

(*2) 評価差額の実現を考慮しない場合の「非支配株主持分－当期首残高」6,000－75＝

5,925 
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【設例2】棚卸資産 

１．Ｐ社は×1年度末にＳ社の発行済株式の75％を取得し、連結子会社として

いる。 

２. 株式取得時においてＳ社が保有する商品（帳簿価額15,000）の時価は

16,000であった。 

３．Ｓ社は×2年度において上記商品のすべてを企業集団外部に16,500で売却

している。 

４．税効果会計に適用する実効税率は毎期40％とする。 

 

 

 

１．評価差額の計上 

(借) 商 品 1,000(*1) (貸) 評 価 差 額 600 

    繰延税金負債 400(*2) 

    －Ｓ社・流動－  
 
(*1) 時価16,000－簿価15,000＝1,000 

(*2) 時価評価差額1,000(*1)×税率40％＝400 

 

２．評価差額の実現 

 個別上の売上原価は個別B/S上の簿価15,000であるが、連結上あるべき売上原

価は評価差額計上後の簿価16,000であるため、売上原価を修正する。 
 

(借) 売 上 原 価 1,000 (貸) 商 品 1,000(*1) 

 －期首商品棚卸高－     

(借) 繰延税金負債 400 (貸) 法人税等調整額 400(*2) 

 －Ｓ社・流動－     

(借) 非支配株主持分－当期変動額 150 (貸) 非支配株主帰属純損益 150(*3) 
 
(*1) 評価差額の計上「商品」(＝時価評価差額) 

(*2) 「売上原価」1,000×税率40％＝400 

(*3) (「売上原価」1,000－「法人税等調整額」400(*2))×非支配株主持分25％＝150 

 

 

 

×2年度（外部売却年度）
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１．評価差額の計上 

(借) 商 品 1,000(*1) (貸) 評 価 差 額 600 

    繰延税金負債 400(*2)

    －Ｓ社・流動－  
 
(*1) 時価16,000－簿価15,000＝1,000 

(*2) 時価評価差額1,000(*1)×税率40％＝400 

 

２．評価差額の実現 

(借) 利益剰余金－当期首残高 1,000 (貸) 商 品 1,000(*1)

(借) 繰延税金負債 400 (貸) 利益剰余金－当期首残高 400(*2)

 －Ｓ社・流動－     

(借) 非支配株主持分－当期首残高 150 (貸) 利益剰余金－当期首残高 150(*3)
 
(*1) 評価差額の計上「商品」(＝時価評価差額) 

(*2) 「利益剰余金－当期首残高」1,000×税率40％＝400 

(*3) 「利益剰余金－当期首残高」600(＝1,000－400(*2))×非支配株主持分25％＝150 

 

 

 

×3年度（売却翌年度）  

売却翌年度以降の会計処理は、

毎期同様となる。 



8-9 ● 第８章 評価差額の実現 

 

 

【設例3】償却性資産 

１．Ｐ社は×1年度末にＳ社の発行済株式の75％を取得し、連結子会社として

いる。 

２．株式取得時においてＳ社が保有する建物（取得原価45,000、減価償却累計

額30,000）の時価は16,000であった。 

３．Ｓ社は上記建物について耐用年数30年、残存価額ゼロとする定額法により

減価償却を行っている。なお、×1年度末における当該建物の残存耐用年数

は10年である。 

４．Ｓ社は×4年度末において上記建物のすべてを企業集団外部に15,500で売

却している。 

５．税効果会計に適用する実効税率は毎期40％とする。 

 

 

 

１．評価差額の計上 

(借) 建 物 1,000(*1) (貸) 評 価 差 額 600 

    繰延税金負債 400(*2) 

    －Ｓ社・固定－  
 
(*1) 時価16,000－簿価15,000(＝取得原価45,000－減価償却累計額30,000)＝1,000 

(*2) 時価評価差額1,000(*1)×税率40％＝400 

 

２．評価差額の実現（減価償却による実現） 

 個別上の減価償却費は個別B/S上の簿価15,000に基づき計上されているが、連

結上あるべき減価償却費は評価差額計上後の簿価16,000に基づく金額であるた

め、減価償却費を修正する。なお、評価差額は残存耐用年数にわたり償却する。 
 

(借) 減 価 償 却 費 100(*1) (貸) 建物減価償却累計額 100 

(借) 繰延税金負債 40 (貸) 法人税等調整額 40(*2) 

 －Ｓ社・固定－     

(借) 非支配株主持分－当期変動額 15 (貸) 非支配株主帰属純損益 15(*3) 
 
(*1) 評価差額の計上「建物」1,000(＝時価評価差額)÷残存耐用年数10年＝100 

(*2) 「減価償却費」100(*1)×税率40％＝40 

(*3) (「減価償却費」100(*1)－「法人税等調整額」40(*2))×非支配株主持分25％＝15 

 

 

×2年度 

 

新日本 P120～P123 
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１．評価差額の計上 

(借) 建 物 1,000(*1) (貸) 評 価 差 額 600 

    繰延税金負債 400(*2)

    －Ｓ社・固定－  
 
(*1) 時価16,000－簿価15,000(＝取得原価45,000－減価償却累計額30,000)＝1,000 

(*2) 時価評価差額1,000(*1)×税率40％＝400 

 

２．評価差額の実現 

・ 開始仕訳（前期の連結修正仕訳の復元） 
 

(借) 利益剰余金－当期首残高 100(*1) (貸) 建物減価償却累計額 100 

(借) 繰延税金負債 40 (貸) 利益剰余金－当期首残高 40(*2)

 －Ｓ社・固定－     

(借) 非支配株主持分－当期首残高 15 (貸) 利益剰余金－当期首残高 15(*3)
 
(*1) 評価差額の計上「建物」1,000(＝時価評価差額)÷残存耐用年数10年×1年＝100 

(*2) 「利益剰余金－当期首残高」100(*1)×税率40％＝40 

(*3) 「利益剰余金－当期首残高」60(＝100(*1)－40(*2))×非支配株主持分25％＝15 

 

・ 減価償却による評価差額の実現 
 

(借) 減 価 償 却 費 100(*1) (貸) 建物減価償却累計額 100 

(借) 繰延税金負債 40 (貸) 法人税等調整額 40(*2)

 －Ｓ社・固定－     

(借) 非支配株主持分－当期変動額 15 (貸) 非支配株主帰属純損益 15(*3)
 
(*1) 評価差額の計上「建物」1,000(＝時価評価差額)÷残存耐用年数10年＝100 

(*2) 「減価償却費」100(*1)×税率40％＝40 

(*3) (「減価償却費」100(*1)－「法人税等調整額」40(*2))×非支配株主持分25％＝15 

 

 

(借) 利益剰余金－当期首残高 100(*1) (貸) 建物減価償却累計額 ∴ 200 

 減 価 償 却 費 100(*2)    

(借) 繰延税金負債 80 (貸) 利益剰余金－当期首残高 40(*3)

 －Ｓ社・固定－   法人税等調整額 40(*4)

(借) 非支配株主持分－当期首残高 15 (貸) 利益剰余金－当期首残高 15(*5)

(借) 非支配株主持分－当期変動額 15 (貸) 非支配株主帰属純損益 15(*6)
 
(*1) 評価差額の計上「建物」1,000(＝時価評価差額)÷残存耐用年数10年×1年＝100 

(*2) 評価差額の計上「建物」1,000(＝時価評価差額)÷残存耐用年数10年＝100 

(*3) 「利益剰余金－当期首残高」100(*1)×税率40％＝40 

(*4) 「減価償却費」100(*2)×税率40％＝40 

(*5) 「利益剰余金－当期首残高」60(＝100(*1)－40(*3))×非支配株主持分25％＝15 

(*6) (「減価償却費」100(*2)－「法人税等調整額」40(*4))×非支配株主持分25％＝15 

 

×3年度 
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１．評価差額の計上 

(借) 建 物 1,000(*1) (貸) 評 価 差 額 600 

    繰延税金負債 400(*2) 

    －Ｓ社・固定－  
 
(*1) 時価16,000－簿価15,000(＝取得原価45,000－減価償却累計額30,000)＝1,000 

(*2) 時価評価差額1,000(*1)×税率40％＝400 

 

２．評価差額の実現 

・ 開始仕訳＋減価償却による評価差額の実現 
 

(借) 利益剰余金－当期首残高 200(*1) (貸) 建物減価償却累計額 ∴ 300 

 減 価 償 却 費 100(*2)    

(借) 繰延税金負債 120 (貸) 利益剰余金－当期首残高 80(*3) 

 －Ｓ社・固定－   法人税等調整額 40(*4) 

(借) 非支配株主持分－当期首残高 30 (貸) 利益剰余金－当期首残高 30(*5) 

(借) 非支配株主持分－当期変動額 15 (貸) 非支配株主帰属純損益 15(*6) 
 
(*1) 評価差額の計上「建物」1,000(＝時価評価差額)÷残存耐用年数10年×2年＝200 

(*2) 評価差額の計上「建物」1,000(＝時価評価差額)÷残存耐用年数10年＝100 

(*3) 「利益剰余金－当期首残高」200(*1)×税率40％＝80 

(*4) 「減価償却費」100(*2)×税率40％＝40 

(*5) 「利益剰余金－当期首残高」120(＝200(*1)－80(*3))×非支配株主持分25％＝30 

(*6) (「減価償却費」100(*2)－「法人税等調整額」40(*4))×非支配株主持分25％＝15 

 

・ 外部売却による評価差額の実現 

  減価償却による評価差額の実現を加味して、個別上の建物売却益を連結上あ

るべき金額に修正するとともに、建物が売却により消滅しているため、「評価

差額の計上」による取得原価修正額及び「開始仕訳＋減価償却による評価差額

の実現」による減価償却累計額修正額を取り崩す。 

 

 

(借) 建物減価償却累計額 300(*2) (貸) 建 物 1,000(*1) 

 建 物 売 却 益 ∴ 700    

(借) 繰延税金負債 280 (貸) 法人税等調整額 280(*3) 

 －Ｓ社・固定－     

(借) 非支配株主持分－当期変動額 105 (貸) 非支配株主帰属純損益 105(*4) 
 
(*1) 評価差額の計上「建物」(＝時価評価差額) 

(*2) 開始仕訳＋減価償却による評価差額の実現「建物減価償却累計額」 

(*3) 「建物売却益」700×税率40％＝280 

(*4) (「建物売却益」700－「法人税等調整額」280(*3))×非支配株主持分25％＝105 

 

×4年度（外部売却年度）

 

個別上「建物売却益」が計上さ

れているため、これを修正して

いるが「建物売却損」を修正又

は計上することもある。 

 

税効果会計の適用及び非支配株

主への按分の連結修正仕訳は集

約して行うことが可能である。 
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３ 持分法における処理 
 

（１）評価差額の実現額の負担 

 

 関連会社 非連結子会社 

時価評価方法 部分時価評価法 全面時価評価法 

評価差額 投資会社持分に係るもの すべての持分に係るもの

評価差額の実現額の

投資会社への帰属 
評価差額の実現額の全額

評価差額の実現額のうち

投資会社持分 

 

（２）持分法適用仕訳 
 

① 評価差額の実現 

     

借方（P/L項目） 

評価差額の実現に係る損益は持分法適用会社に計

上されているが、持分法適用会社のP/Lは連結され

ていない 

 

持分法適用会社の損益を表す 

「持分法による投資損益」を減額する 

貸方（B/S項目） 

評価差額の発生原因たる資産及び負債は持分法適

用会社に計上されているが、持分法適用会社のB/S

は連結されていない 

 

持分法適用会社の資産及び負債を表す 

投資勘定を減額する 

 

(借) 持分法による投資損益 ×××  (貸) Ａ 社 株 式 ××× 

 

② 税効果会計の適用 

  繰延税金負債及び法人税等調整額は、持分法適用会社に帰属するもので

あるが、持分法適用会社のF/Sは連結されていない。 
 

(借) Ａ 社 株 式 ×××  (貸) 持分法による投資損益 ××× 

       

「繰延税金負債」に相当  「法人税等調整額」に相当  
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8-13 ● 第８章 評価差額の実現 

 

 

【設例4】持分法における処理 

１．当期は×2年4月1日から×3年3月31日までの1年間である。 

２．Ｐ社は×1年度末にＡ社の発行済株式の30％を取得し、持分法の適用され

る関連会社としている。 

３．株式取得時においてＡ社が保有する土地（帳簿価額120,000）の時価は

140,000であった。 

４．Ａ社は×2年度において上記土地の半分を80,000で売却している。 

５．税効果会計に適用する実効税率は毎期40％とする。 

 

１．評価差額の計上 

(借) 土 地 6,000(*1) (貸) 評 価 差 額 3,600 

    繰延税金負債 2,400(*2) 

    －Ａ社・固定－  
 
(*1) (時価140,000－簿価120,000)×取得持分30％＝6,000 

(*2) 6,000(*1)×税率40％＝2,400 

 

２．評価差額の実現 

  部分時価評価法が適用されているため、評価差額の実現額は全額投資会社が

負担する。 
 

(借) 持分法による投資損益 3,000 (貸) Ａ 社 株 式 3,000(*1) 

(借) Ａ 社 株 式 1,200 (貸) 持分法による投資損益 1,200(*2) 
 
(*1) 評価差額の計上「土地」6,000(＝時価評価差額)÷2＝3,000 

(*2) 「持分法による投資損益」3,000(*1)×税率40％＝1,200 
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